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１．ま　え　が　き

環境・エネルギー対策は，すでに，地球上の人類すべて

が協力して解決しなければならない最重要課題の一つして

認識されており，「グリーンIT」の推進は情報通信学の地球

と人類への貢献であり責任である．グリーンITの効果的な

実現には，地球全体を覆うセンサネットワークの構築と，

通信用語ではあるがセンサノードやアクチュエータノード

をはじめとしたすべてのディジタル機器の協調動作が実現

されなければならない．さらに，これらの動作は，中央集

中的に管理制御することは不可能であり，また，ローカル

およびグローバル規模での自律分散的な協調動作環境が構

築・管理・運用され，持続的（Sus ta inab l e）な進化

（InnovationとRevolution）を実現するに資する基盤を前提

としなければならない．すなわち，これは，インターネッ

トアーキテクチャの再展開・再起動と捉えることができる．

インターネット（Internet）アーキテクチャは，ルータや

スイッチから構成される現在の“Internet”アーキテクチャ

を意味するのではなく，End-to-end Principleにしたがって

構成されるシステムアーキテクチャを意味する．自律的に

構築・管理・運用されるローカルなディジタルネットワー

クが相互接続し，その基盤上に生成されるディジタル情報

を自由にかつ自律的に伝送・共有・加工可能な情報環境空

間を構築するために，ローカルなディジタルネットワーク

の相互接続を可能にするアーキテクチャがインターネット

アーキテクチャ（Internet Architecture）である．すなわち，

自律/自立と協調/協生がインターネットアーキテクチャで

あり，それがゆえに，持続性と自己変革能力を持つことが

できている．このような構造と特性を持ったシステムの構

築なしには，効果的な環境・エネルギー対策は実現不可能

であり，その持続性を期待することは難しい．

「グリーンIT」には，大きく「ITの省エネ」と，「ITによる

省エネ」の二つがある．本稿では，後者の「ITによる省エ

ネ」，特に「ICTによる省エネ」を扱っている．「ICTによる

省エネ」の実現には，すべてのディジタル機器のオープン

化とスケールフリーな情報の流通・共有・検索技術が確立

されなければならない．

本稿では，「ICTによるグリーンIT」に資する二つのプロ

ジェクト（Live E ! プロジェクト1）とグリーン東大工学部プ

ロジェクト2））の概要と今後の具体的な展開を展望する．

２．Live E ! プロジェクト2）

2005年5月，IPv6普及高度化推進協議会3）とWIDEプロジ

ェクト4）が主体となって発足させたプロジェクトである．

以下の四つが本プロジェクトの趣旨である．

（1）みんなが，いろいろな地球環境に関するディジタル

データを持ち寄って，自由に利用できるような情報

基盤/情報環境を作り出そう．小さなデータを集めて

大きな力にしよう．

（2）地球環境情報の生成と利用に，各人が責任を感じ貢

献しよう．

（3）“生”データへの所有権は，公共サービス（Public

Service）のために忘れよう．データを自由に利用し

てもらおう．

（4）みんなで，若い世代の理科/科学への関心を高めよう．

Live E ! プロジェクトでは，以下の三つの分野における

環境情報の利用を推進している．

（1）教育プログラム：気象情報をはじめとする環境情報

は，物理学関連の教育材料としての利用価値が大き

い．初等教育から高等教育まで多様な利用が期待さ

れる．すでに，広島市立工業高校では，広島大学お

よび広島市立大学による技術支援のもと，高校生に

よる創造的アプリケーションの教育的研究開発活動

が継続的に推進されている．

（2）公共サービス：広域災害の発生時における環境情報

の提供は，災害状況の正確な把握と対処法の判断に

とって有用となる．すなわち，Proactiveな防災，

Reactiveな減災の両面において，その有効性が期待

される．岡山県倉敷市において，異常気象や集中豪

雨に対する防災・減災への応用を目的とした，イン
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ターネット百葉箱の設置と運用を行った．

（3）ビジネス利用：環境情報を加工して有益な情報を顧

客に提供するビジネスや，環境情報を用いて所有す

るファシリティ最適運用を行うなど，多量のデータ

を利用した精度の高い情報の提供や高度な効率化な

どが実現される可能性がある．例えば，電力供給会

社では，気象情報を用いて，ファシリティ電力消費

量を制御することで，必要となる電力供給設備の最

適化の可能性も考えられよう．また，タクシーやバ

スが生成する種々の気象情報や動作情報を用いたシ

ステム運用の効率化などの取組みも展開されている．

Live E ! プロジェクトに参加する企業，大学，あるいは

個人によって，2008年9月末現在で，すでに200式以上のイ

ンターネット百葉箱が国内外に設置されており，フィリピ

ンやタイなどアジア諸国やフランスなど世界18カ国に展開

されているも推進されている．多数のディジタルセンサを

地球上に配置し，ディジタルセンサから得られるデータの

集約，公開や流通を図り，さまざまな形で社会に貢献する

ことを目標としている．同時に，個人や組織が個々にセン

サを設置し，閉鎖的に利用しているセンサ情報を共有し，

社会全体で環境情報を共有することを目的としている．活

動初期は，おもに気象センサ（温度，湿度，気圧，風向，

風速，降水量の測定機能をもつセンサユニット）を設置・

展開してきたが，最近は，気象や環境を測定するセンサだ

けではなく，画像や動画センサの設置を行い，センサ情報

の多様化も同時に推進している．さらに，WIDEプロジェ

クトがこれまで推進してきたInternetCAR（自動車の持つ

種々の環境に関する情報を収集・加工する活動）プロジェ

クトとのシステムならびに技術の融合も，すでに一部実現

している．すなわち，移動しない設置型のセンサノードと，

自動車のような「動く」センサノードの融合も推進している．

Live E ! プロジェクトにおいては，気象データの収集・

検索基盤を確立整備し，その基盤を用いたデータ分析技術

とその表示技術の研究開発が並行して推進されている．表

示方法と表示技術は，収集されたデータが情報へと変化し，

さらに，人と社会に有機的にかつ効果的に利用されるため

に大きな貢献を果たす．

３．グリーン東大工学部プロジェクト3）

3.1 プロジェクトの趣旨

本プロジェクトでは，世界最高レベルのコストパフォー

マンスと技術レベルを誇る，ブロードバンドとディジタル

の基盤を最大限効果的に活用した最先端のシステムモデル

を構築し，技術評価と確立を行うことを目的としている．

実証実験フィールドが存在する東京大学本郷キャンパス

は，二酸化炭素（CO2）負荷が東京都内の全事業所の中で最

大であり，その中心部に位置する工学部新2号館を実フィ

ールドとして，プロジェクトを展開している．

本郷キャンパス工学部2号館で稼動している空調，照明，

昇降，その他の供給処理設備は，そのまま大都市での高エ

ネルギー消費源としてとらえることが可能であり，関連す

る企業の研究開発成果の結集と，マルチベンダかつマルチ

図3 2008年8月29日関東地区でのゲリラ豪雨の表示例

図1 Live E!センサノード国内展開

図2 Live E!センサノードアジア展開
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ファンクションによる実証モデル構築の取組みを推進する．

とりわけ，ファシリティマネジメントシステムの分野で，

設備毎の垂直型連携と，施設やそれらが連携した都市や地

域による水平型連携のマトリクス構造として整理すること

によって，全体像を俯瞰する研究は，協調型の都市経営あ

るいは地域経営の手法の実現と，新たな付加価値を生み出

すビジネスの育成の両方を関係づけて研究することを目指

している．

本プロジェクトは，以上のような目的と可能性を実現す

るための端緒となり，世界の大都市で必要とされる環境管

理サービスという新たな産業領域をわが国の国際競争力発

揮の機軸とするべく，東京を育成土壌として新たなビジネ

ス群を振興するとともに，不動産や建築土木，その他製造

等の既存産業の高度化を促し，それらの担い手となってい

る個別企業の価値を高めていくことを目指す．

3.2 研究開発計画の概要

東京大学工学部2号館（2005年竣工地上12階総合研究教育

棟）を用いて，総合的で先進的なファシリティマネジメン

トシステム技術の検証と評価，さらに，運用技術の確立を

目指すとともに，本実証実験フィールドでの成果を，他の

大学組織への横展開と，公共施設等への縦展開に資する研

究開発成果を目指す．

以下に，本共同研究コンソーシアムにおける研究開発計

画の概要を述べる．

（1）ファシリティマネジメントシステムの稼働実態の正

確な計測と解析

（a）マルチベンダ，マルチサブシステム環境での統合

的データ収集技術の確立

これまでの，FNICコンソーシアム5）における研

究開発活動の成果を導入展開し，複数のマルチベ

ンダからなるサブシステム間での，計測・制御デ

ータの相互乗り入れ環境の構築に必要な技術仕様

の策定と実システムにおける導入と，その動作検

証を行う．サブシステム間での統合的な計測・制

御データの相互乗り入れに必要な技術仕様は，関

連する技術標準化機関への提案などを行い，その

普及と標準化を推進する．

このような，マルチベンダ環境でのファシリテ

ィマネジメントの実現に資する技術の確立は，サ

ステイナブルなファシリティシステムの実現を可

能にする．すなわち，継続的な先進技術の導入と，

複数技術の共存（システムのAvailability性の向上）

を可能なものにし，ファシリティシステムの継続

的進化と稼働信頼性の向上の実現に資する．

（b）大学における総合教育研究棟におけるデータ収集

指針の確立

大学等の教育研究施設（ならびに公共設備）にお

ける，環境対策や省エネ対策に利用可能な，ファ

シリティ（ビルそのものだけではなく，その中で

稼働する実験装置などを含む）の計測と制御に対

する指針は，残念ながら存在しない．

（2）計測データの解析・表示による効果の検証

計測データの解析結果を，ファシリティの運用者お

よび利用者に表示ならびにフィードバックすること

で，利用者の活動形態が改善され，活動の効率化や省

エネが実現されることが広く知られている．今回取組

む，大学における総合教育研究棟は，利用者の統制が

容易ではない典型的な事例であり，解析されたデータ

の表示方法・通知方法の研究開発とその効果の検証

は，これまで，ほとんど取組まれた実績がない．

（3）先進的制御技術・制御システムの導入と効果の検証

計測・解析したデータをもとに，ファシリティの管

理・制御を行わなければならない．データの測定に関

しても，どのような測定システムならびに測定技術が，

このような環境に効果的であるのか．どのように，既

設のファシリティに，付加的な測定装置を設置し運用

するのか，また，どのような測定データならびに測定
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図5 電力使用量リアルタイムモニタシステム

図4 システムの概要図
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装置が，効果的な管理制御に資するのか．

3.3 研究開発計画の推進体制

ファシリティの設計，構築，運用，管理ならびに制御に

関係するステークホルダからなる，共同研究開発コンソー

シアムを形成した．すなわち，ICT機器のベンダ，建築会

社，総合電機会社，情報家電会社，セキュリティサービス

会社，ビル管理会社，さらに，ファシリティのデベロッパ

会社など，川上から川下まで，関連する企業が研究開発の

情報を共有し，マルチベンダ環境で動作可能な，ファシリ

ティシステムの研究開発を推進する．

以下の企業が，発起人組織となっている．

朝日放送，インターネット総合研究所，エシュロンジャ

パン，シムックス，ダイダン，ディーエスアイ，T&Y松本

コーポレーション，東芝，日本アジルテック，日本電気，

日立製作所，松下電工，三菱総合研究所，山武，ユビテッ

ク，横河電機，富士通，NTTファシリティーズ，グリーン

IT推進協議会，電気設備学会，ECHONETコンソーシアム，

FNICコンソーシアム，Lon Mark Japan, IPv6普及高度化推

進協議会，WIDEプロジェクト，慶應義塾大学，東京大学．

3.4 今後の展開

本プロジェクトの成果は，東京大学本郷キャンパス工学

部2号館における省エネ対策を実現する技術の研究開発の

みではなく，他学への展開，教育・研究設備への展開，自

治体を含む公共設備への展開に資する技術仕様の策定と普

及を国内のみならず国外に展開することを計画している．

さらに，本プロジェクトを通じた知見は，新しいアプリ

ケーションやビジネス領域の創成へと展開しようとしてい

ることは注目に資するであろう．すなわち，新しい情報基

盤の構築と提供によって，その本来の目的とは異なる創造

的な展開が実現されようとしている．また，本プロジェク

トの成果は，ファシリティにおける環境対策や省エネ対策

に留まらず，積極的にファシリティシステムの構造設計や，

これらが相互に作用して構築される都市空間の構造設計へ

と進化する可能性も持っている．ファシリティを構成する

コンポーネントの協調動作を用いた最適化問題を解くので

はなく（Reactiveな対策），最適な運用を実現するコンポー

ネントの配置の最適化を行うProactiveな対策への進化と進

展の推進が今後の方向性とならなければならない．

４．む　す　び

本稿では，インターネット技術・アーキテクチャを用い

たオープン環境・省エネ対策に資する二つのプロジェクト

の概要を解説した．多様なセンサが生成する地球環境や生

活環境に関する情報を活用した分析や予測が，市民生活や

産業活動に及ぼす効果と貢献の大きさは計り知れず，市民

ニーズから派生する新しいビジネスやサービスに対する期

待もまた大きい．個人および組織が自律的に設置運営する

「各種センサデバイス」等が生成する，種々の地球環境に関

するディジタル情報を流通させ，自由に利用・加工・共有

することが可能なインフラ構築を実現できれば，そこから

教育，公共サービス，ならびに，ビジネス分野における新

たな活動の展開により，安心安全で効率性の高い活動空間

（＝環境）の創造が期待される．両プロジェクトとも，デー

タの収集・配信基盤の確立と整備と，データ処理によるデ

ータの情報化とその適切で効果的な表示方法が，その効果

に大きな影響を与えることが，実証データ値（経済的には

ROIRoI（Return of Investment）値）とともに示されつつある．

上述のとおり，両プロジェクトの目的と今後の展開は，省

エネに代表される環境対策ではなく，環境・エネルギー対

策のための必然的に構築されるユビキタスディジタル情報

空間を用いた，新しいアプリケーションと新産業の創成に

ある．すなわち，環境・エネルギー対策を「梃」として，グ

ローバルでユビキタスなオープンなディジタルセンサ・ア

クチュエータ情報空間が構成され，この情報空間から生成

される情報が，無料で他の目的のために利用可能にするこ

とができれば，これらの情報を用いたビジネスの創造コス

トは非常に低く抑えることができるために，豊かで旺盛な

新ビジネスへの挑戦を可能とする．このような，情報空間

は，インターネットそのものであり，グリーンITに資する．

最後に，『Live E ! プロジェクト』ならびに『グリーン東

大工学部プロジェクト』の発足に向けては，NiCT（情報通

信研究機構）殿やグリーンIT推進協議会殿をはじめとして，

たくさんの関係者の方々からのご助言とご支援をいただき

ましたことに，深く感謝と尊敬の意を表します．

（2008年11月18日受付）
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